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～2025年の崖を越えるラストチャンス

2019年は多くの金融機関の皆様と迫りくるビジネス変化、デジタル化の波、
システムリスクの増加に対応すべく、今後のあるべきシステム像について議
論し、共に様々な取り組みを推進させて頂いた。

しかし、本格的なデジタルトランスフォーメーションはこれからという金融
機関が多い事も事実である。経済産業省が「2025年の崖」を発表してから約
1年。2025年の崖を越える為の準備期間は限られてきている。大規模なシス
テムのトランスフォーメーション、新たな人材の確保・育成に一般的に5年
～10年程度かかる事を考えると、2020年はまさに2025年の崖に向けたチャ
レンジをスタートするラストチャンスの年と言える。

また、このデジタルトランスフォーメーションの実現には、システムのみな
らず、人・組織・プロセスに渡る、大規模かつ広範な判断、推進が求められる。
この1年、デジタルトランスフォーメーションをシステムだけの問題と捉え
ず、いかに経営全体の問題として捉え、判断を進めるかが重要になるだろう。
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2020年の金融テクノロジーを占う

2025年の崖を超えるラストチャ
ンス

2018年9月、経済産業省は『DXレポー
ト～ITシステム「2025年の崖」の克服
とDXの本格的な展開～』を発表した。

あらゆる産業において競争力維持・強化
のためにデジタルトランスフォーメー
ションを進めていく必要がある中で、複
雑化・老朽化・ブラックボックス化した
レガシーシステムが足かせとなってお
り、2025年までこの状況が続いた場
合、2025年～2030年の間に国内で最大
12兆円の経済的損失が発生する可能性が
あると予測している。

全産業では80%の企業がレガシーシステ
ムを抱えていると回答しているが、中で
も金融機関は100%の企業が何らかのレ
ガシーシステムを抱えており、デジタル
トランスフォーメーションの足かせに
なっていると答えている。

一方で、今後に向けた企画・戦略にも課
題がある。70%近い企業がデジタルにお
けるビジョン・戦略や具体的な絵姿が足
りていないと答えている。

大規模なトランスフォーメーションの実
行、人材の育成、教育には一般的に5～
10年かかる事を考えると、2020年は
2025年の崖を越え、競争力を維持し続
けるためのチャレンジをスタートする、
ラストチャンスの年と言える。

デジタルトランスフォーメーショ
ンアジェンダ

デジタルトランスフォーメーションに向
けた議論は数多く行われているが、以下
のアジェンダが該当する場合、中長期的
な取組が必要となる為、今年中に対応方
針を決定する必要がある。

① レガシーシステムからの脱却

② デジタルプラットフォームの構築

③ 人材/組織/プロセスの構築

① レガシーシステムからの脱却

レガシーシステム対応は進んでいるだろ
うか。レガシーシステムに関して各社が
抱えている問題は様々である。

事業継続リスク：
アセンブラ、PL1、独自フレームワーク
を保有し、有識者やエンジニアの高齢
化、事業継続リスクがある

コスト増加リスク：
メーカーのホスト事業離脱、ISV製品の
高騰、COBOLエンジニアの減少に伴う
コスト増加リスクがある

柔軟性確保に向けたリスク：
基幹システムが硬直化し、将来の迅速か
つ柔軟な顧客サービス提供を阻害する要
因を抱えている

これらの対応には多くの場合複数年を要
する。既に中長期的な取組みを進めてい
る企業も多いが、これから方針を決める
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図表1  主なデジタルプラットフォームソリューション

ACTS
Accenture  Connected 

Technology  Solution

AI-Hub
Artificial  Intelligence  Hub

MAINRI
Next  Gen  Core  System  on  Full  Cloud Multi  Cloud Platform 

ADOP
Accenture  DevOps

Platform
BlockChain-Hub

レガシーシステムをフロントエンド
から切り離し、そのデータや機能は
活用しつつも、API&マイクロサービ
スの組み合わせでクイックにパーソ
ナライズされた顧客サービスを提供
するプラットフォーム

これまで情報ガバナンス上、共有す
る事ができなかった取引情報や契約
情報を、ブロックチェーン技術を利
用する事で共有し、新たな基幹系と
するためのプラットフォーム

単なる自動化ではなく、地域分散化
した開発環境で効率的なコミュニ
ケーションを実現し、AIやチャット
ボットも利用する事で開発自体を分
析してアクションするアジャイルな
取組みに変えるプラットフォーム

様々な外部AIエンジンを使い分け 、
ヒトと 最新AI が連携し業務を実現
するためのプラットフォーム（コン
タクトセンターやSCMなど、個別業
務向けのソリューションも提供）

“新たな銀行”を支える基幹システム
の実現をコンセプトに、パーソナラ
イズ、迅速な連携、オートメーショ
ンを実現し、フルクラウドベースで
構築された銀行基幹系コアプラット
フォーム

マルチクラウド環境でのネットワー
ク管理、JOB管理、運用監視、コス
ト管理、セキュリティ管理を統合
し、効率的なクラウド利用を可能と
する為のプラットフォーム

企業は、競争力維持に向けて、期間的側
面も考慮し対応方針を決定する必要が
ある。

事業継続リスクを抱えている場合、多く
は新規構築やリビルド、リライトによる
全面刷新が必須となる。しかし、それ以
外の場合は、既に短くなってしまった対
応期限も見据え、一部機能のリホスト、
ラッピング、アウトソーシングなども検
討すべき時期にきている。

② デジタルプラットフォームの構築

レガシーシステムからの脱却と共に考え
なければならないのが、デジタルプラッ
トフォームである。

デジタルプラットフォーム（HUB）
最新のデジタルテクノロジーは常に変化
を続けている。AIや量子コンピュータに
代表される情報分析処理の高度化、デバ
イス種類の多様化や高度化、IoTや外部
機関の情報高度化に伴う情報量の増加、

サービス提供型のシステム導入が増加し
ている中で、現在構築している技術が数
年後には時代遅れの技術となる可能性が
非常に高くなってきている。

このような状況において、デジタルを利
用した最適かつ具体的な絵姿を描く事は
非常に困難である。その為、テクノロ
ジーの変化に機動的に対応できる柔軟な
仕組みを作っておくことが最低限であり
非常に重要となる。

弊社では技術変化への柔軟な対応に備え
るべく、技術入替えを可能とする各種プ
ラットフォーム（AI Hub/Blockchain Hub/

ACTSなど）を提供している（図表1）。
2025年の崖に向けた備えの1つとして、
ご検討頂ければ幸いである。

デジタルプラットフォーム（クラウド化）
デジタルプラットフォームの実現手段と
して、クラウドサービス利用は避けては
通れない。金融業界においてもクラウド

サービスの利用は加速度的に浸透してお
り、もはやクラウド利用が所与のものと
なりつつある。

多様な目的でのクラウド利用が進む中、
目的毎に最適な異なるクラウドサービス
を利用する「マルチクラウド化」も当た
り前になりつつあるが、ここで注意した
いのが、「マルチクラウド化」によるシ
ステムの複雑化である。ID管理、コスト
管理、セキュリティ管理、ネットワーク
接続方法等がクラウドサービス毎に異な
ることから複雑化し、便利なはずのクラ
ウドソリューションが新たな足かせとな
るリスクがある。

黎明期、成長期の今年だからこそ、将来
的なシステムの複雑化や不十分なセキュ
リティ対策に苦悩しない為に、ネット
ワーク統合、運用の統合、利用者の場所
に依存しないゼロトラスト型セキュリ
ティを実現するマルチクラウド基盤な
ど、中長期的なクラウド活用戦略の検討
を行う必要がある。
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図表2  デジタルトランスフォーメーションアプローチ
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・新チャネル基盤・フロント基盤を
構築。API・RPA等を使う事によ
り新旧領域を連携

・新基盤上にデジタル機能を追加
・レガシー領域は存続させ、必要に

応じてオープン化のみ実施

・デジタルビジネスを切り離し、最小
構成で新規ビジネス基盤としてデジ
タル領域を構築

・ビジネスがスケールするタイミング
でレガシー領域からデジタル領域に
置換

・不要となったレガシー領域について
はサービス停止のタイミングで廃止

・デジタル領域に向けた基盤を構築
・レガシー領域をビジネスやシステム

機能の単位で分解し、「EAガバナン
ス」に基づき段階的にデジタル領域
に移行

レガシー領域 デジタル領域

③ 人材/組織/プロセスの構築

デジタルトランスフォーメーションを実
現、運用していく上で最も重要なのは
人、組織、プロセスの改革である。

デジタルの活用には各企業の業務特性を
理解しITの使い方を考えられるデジタル
人材が必要となる。技術者の調達と違
い、これらの人材は短期的に外部から調
達する事が非常に難しい。各企業のデジ
タル投資額から考えると数年後には数十
から数百人単位のデジタル人材が必要と
なる中で、年間どのくらいのデジタル人
材を調達、育成する事が出来るだろうか。

5年後に必要となるデジタル人材のスキ
ルと規模を想定し、その確保に向け、今
年から人材の採用、育成、調達を行うと
共に、組織改革（縦統合）や評価プロセ
スの見直しに着手する事をお薦めしたい。

デジタルトランスフォーメーショ
ンアプローチ

最後にデジタルトランスフォーメーショ
ンに関して弊社が提唱する3つアプロー
チをご紹介したい（図表2）。

デジタル・ディカップリング型：

既存システムを活かしながら新システム
を構築し、互いに連携することでトラン
スフォーメーションを実現するアプローチ

デジタル・ビークル活用型：

新システム（時として新会社）を構築・
設立し、既存のサービスとは分離して新
サービスを提供。徐々に移行していくア
プローチ

トランスフォーメション・ジャーニー型：

業務やシステム機能単位で段階的に新規
システムへ移行する事でトランスフォー
メーションを実現するアプローチ

以上3つのアプローチをご紹介したが、
どの方法を採用すべきかは、目指すべき
姿や既存システム、体制によって変わっ
てくる。現状分析、目指すべき姿の具体
化をした上で、どのアプローチを採用す
べきか決定する必要がある。

おわりに

2020年は、各企業がデジタルトランス
フォーメーションの実現に向けて、施策
を具体化し、本格的な実施を開始してい
くものと思われる。

実現にはシステム部門だけではなく、ビ
ジネス部門を含む、経営全体としての積
極的な参加が必要となる。

弊社は今年も経営課題から個々のテクノ
ロジー導入に至るまで、お客様のデジタ
ルトランスフォーメーションを全面、全
力でサポートする真のトランスフォー
メーションパートナーでありたい。




